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令和 8年度税制改正大綱①：国際課税（グローバル・ミニマム課税、
CFC税制、移転価格税制、物品に関するプラットフォーム課税） 

弁護士 南 繁樹 

はじめに 

2025（令和 7）年 12月 19 日、自民党と日本維新の会は令和 8年度与党税制改正大綱（以下「大綱」とい
います。）を公表しました 。本ニュースレターでは、税制改正大綱特集の第 1 弾として、国際課税に関して、
グローバル・ミニマム課税への対応（下記１．）、外国子会社合算税制（CFC 税制）の見直し（下記２．）、移
転価格税制（下記３．）を取り上げます。さらに、「国境を越えた電子商取引に係る課税の見直し」（下記４．）
についても言及します。なお、外国組合員に対する課税の特例に関する改正は、追って当事務所の税務ニュ
ースレターにて取り上げる予定です。 

本ニュースレターは大綱に基づく速報であり、筆者の推測も含みます。詳細は 2026（令和 8）年 1月の通
常国会に上程される税制改正法案や最終的に成立した法律を参照する必要があることにご留意ください。 

１．グローバル・ミニマム課税への対応 

(1) 米国税制との共存 

大綱において、「グローバル・ミニマム課税と米国をはじめとする一定の要件を満たす国の税制との共存等
に係る国際的な議論が継続している状況にあり、近く国際合意に至る場合には当該合意に則り早急に見直し
を検討する等、議論の状況を踏まえて今後対応を検討する」とされています。2025（令和 7）年 6月に G20
において OECD と包摂的枠組み（IF: Inclusive Framework）のグローバル・ミニマム課税と米国のミニマム
課税（NCTI: Net CFC Tested Income）とが併存する（side-by-side）旨の合意が成立していますが、その「併
存」とはどういう意味かはまだ明確になっていません。この点については、大綱の上記記載のとおり、国際
合意の行方を注視する必要があります（大綱「第一、４、（６）」24～25 頁）。 

(2) グローバル・ミニマム課税の計算方法に関する改正（繰延税金資産・負債） 

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（グローバル・ミニマム課税）について、以下の見直し
がなされます（大綱「第二、五、１」132頁）。グローバル・ミニマム課税は我が国では既に 2024（令和 6）
年 4月 1日以後に開始する会計年度から適用されており、3月期決算会社については 2026（令和 8）年 9 月
末に最初の申告及び納付を控えています。今回の改正は OECD の 2025（令和 7）年 1月行政ガイダンス（モ
デル規則 9.1.2条に関するもの）を我が国の国内法に反映するものであり、グループ会社（構成会社等）の実
効税率（＝調整後対象租税額／個別計算所得等の金額）の計算の際のやや細かいルールの一部です。 

具体的には、移行対象会計年度（適用開始年度）前の対象会計年度において、以下の①及び②の事由によ



 

- 2 - 
Ⓒ 2025 Nagashima Ohno & Tsunematsu 

 

って計上された繰延税金資産又は繰延税金負債を無視するというものです。 

①国又は地方公共団体との間で締結された税額控除等に係る取り決め（2021（令和 3）年 12 月 1日以後に
締結されたものに限る。） 

②構成会社等の所在地国の法令（2021（令和 3）年 12 月 1日から移行対象会計年度開始の日の前日までの
間に制定されたものに限る。）における資産又は負債の時価評価 

すでにモデル規則第 9.1 条において、2021（令和 3）年 12 月 1 日以後、移行対象会計年度（適用開始年
度）前に行われた事由によって計上された繰延税金資産又は繰延税金負債について、所得合算ルール（IIR: 
Income Inclusion Rule）を含むグローバル・ミニマム課税の計算上、無視又は制限する旨の規定があり、我
が国の法人税法においても同様の規定が置かれていました（法人税法施行規則 38 条の 28①一ヌ・ル・ヲ・
ワ参照）。これらの規定により、移行対象会計年度（適用開始年度）前に行ったグループ内取引や時価評価を
理由とする租税の前倒しや繰延べにより、その反対の効果（後の年度で支払った又は支払わなかったものと
みなすこと）を移行対象会計年度（適用開始年度）以降に生じさせることで、実効税率が過大又は過小に評
価されることを防止しています。今回の改正は、さらにその事由を追加するものです。 

２．外国子会社合算税制（CFC税制）の見直し 

外国子会社合算税制（CFC 税制、タックスヘイブン対策税制）について、大綱は「『第 2 の柱』の導入以降
も、外国子会社を通じた租税回避を抑制するための措置としてその重要性は変わらない。」と述べており（大
綱「第一、４、（６）」24～25頁）、思い切った簡素化は想定されていません。他方で「対象企業に追加的な事
務負担が生じること」を踏まえた見直しをするとされており、以下のとおり、やや細かい手直しがなされて
います（大綱「第二、五、２」132～134頁）。 

(1) 解散した部分対象外国関係会社又は外国金融子会社等に係る特例の創設 

受動的所得の合算課税の対象となる「部分対象外国関係会社」1が解散した場合において、合算の対象とな
る受動的所得の計算に改正が加えられます。すなわち、部分対象外国関係会社が解散により「清算部分対象
外国関係会社」に該当することとなる場合、一定期間 2、「部分対象外国関係会社」とみなして、従前どおり
部分合算課税の対象とする一方で、部分合算課税が過大にならないようにするための手当てが行われます。 

前提として、「部分対象外国関係会社」とは、外国関係会社のうち、経済活動基準 3を満たすために、会社
単位の合算課税を受けず、受動的所得の範囲内でのみ部分合算課税を受ける会社を意味します 4。 

今回の改正は、部分対象外国関係会社につき、解散後の「特例清算事業年度」において、部分合算課税の
対象所得である「異常所得の金額」の計算について、従前の総資産の額、人件費の額及び減価償却費累計額
に基づいて計算することとしました。「異常所得の金額」は、資産規模や人員等の経済実態に照らして過大な
所得であって、無形資産などによる利益であると考えられることから合算課税の対象とされているところ、
特例清算事業年度においては資産処分や人員整理が行われて合算課税の範囲が不合理に拡大するおそれがあ
るため、それを防止しようとしたものと推察されます。 

 
1 居住者及び内国法人が発行済株式等の 50％超を直接又は間接に保有している外国法人をいい、実質支配関係がある場合も含みます
（租税特別措置法 66条の 6第 1項）。 
2 その解散により最初に「部分対象外国関係会社」に該当しないこととなった事業年度終了の日から原則として同日以後 3年を経過し
た日までの期間内の日を含む事業年度とされています。 
3 経済活動基準は、①事業基準、②実体基準、③管理支配基準、④非関連者基準又は所在地国基準について、①から④の全てを満たし
てはじめて「部分対象外国関係会社」に該当します（その場合、会社単位の合算課税の対象となりません。）。 
4 「部分対象外国関係会社」の定義につき、租税特別措置法 66条の 6第 2項 6号参照。 



 

- 3 - 
Ⓒ 2025 Nagashima Ohno & Tsunematsu 

 

このほか、「外国金融子会社等」（部分対象外国関係会社のうち、銀行業を営む会社）について 5、同様の趣
旨の改正がなされます。銀行は利子等の金融所得を事業として得ているので、それらの金融所得が（受動的
所得の）合算課税の対象から除外されるとともに 6、外国金融子会社等が解散により外国金融子会社等に該当
しなくなった場合、部分対象外国関係会社になるとしても、一定期間、一定の金融所得を解散前と同様に合
算税制の対象から除外していました（租税特別措置法 66条の 6第 6項）。 

今回の改正は、「外国金融子会社等」について、解散後の一定期間は原則として従前どおりの部分合算課税
の対象としつつ、他方で、解散後の「特例清算事業年度」において、部分対象外国関係会社と同様に、部分
合算課税の対象所得である「異常所得の金額」の計算について、従前の総資産の額、人件費の額及び減価償
却費累計額に基づいて計算することとしました。さらに、外国金融子会社等に特有の所得として、部分合算
課税の対象となる「異常な水準にある資本に係る所得の金額」（事業を行うために本来必要とされる水準を超
える過大な資本）は、特例清算事業年度においてはないものとされ、合算課税から外されます。 

(2) ペーパー・カンパニー特例に係る資産割合要件 

「特定外国子会社等」とは、外国関係会社のうち、ペーパー・カンパニー、事実上のキャッシュボックス、
ブラックリスト国所在会社をいい、厳しい要件で合算課税の対象となります（これらのいずれかに該当する
場合は租税負担割合が 27％以上でなければ会社単位の合算課税を受けます。）7。このうち、特に、日本企業
が外国に投資する際に設立するペーパー・カンパニーについて、一定の合理的な機能・役割（持株会社、不
動産保有又は資源開発等プロジェクト）がある場合には特定外国子会社等から除外されています。これをペ
ーパー・カンパニー特例といいます 8。 

このペーパー・カンパニー特例の要件として、総収入金額のうち 95%超が「特定子会社 9」からの配当や利
子などで構成されているという要件（収入割合要件）や、総資産の帳簿価額のうち 95%超が「特定子会社」
の株式等、配当・利子の未収金、現預金などで構成されているという要件（資産割合要件）があります 10。こ
のうち、前者の「収入割合要件」について、2025（令和 7）年度改正において収入が全くない事業年度につ
いては収入割合要件の判定は不要とする改正がなされました。今年度の改正は、後者の「資産割合要件」に
ついても、総資産の額が零である場合には、資産割合要件の判定を不要とするものです。 

(3) 外国関係会社の外国法人税の税率が所得の額に応じて高くなる場合の特例についての見直し 

外国子会社合算税制においては、外国関係会社の「租税負担割合」が問題となります（特定外国関係会社
であれば 27％以上の租税負担割合、対象外国関係会社であれば 20％以上の租税負担割合があれば、会社単
位の合算課税が免除されます。）。この「租税負担割合」の計算に関し、外国関係会社の本店所在地国の外国
法人税の税率が所得の額に応じて高くなる場合に最高税率を用いて租税負担割合を計算することができる特
例 11があります。これは所得額に応じた具体的な計算を必要とせず、単純に最高税率を用いることを認めた
簡便法です。 

今回の改正では、本特例を適用することが「著しく不適当であると認められる場合」には、本特例を適用
できないこととするとされています。「著しく不適当であると認められる場合」としては、その最高税率が適

 
5 「外国金融子会社等」の定義につき、租税特別措置法 66条の 6第 2項 7号参照。 
6 租税特別措置法 66条の 6第 6項参照。一般の部分対象外国関係会社は「特定所得の金額」が合算課税対象となりますが（租税特別
措置法 66条の 6第 6項・7項）、「外国金融子会社等」については、「金融子会社等部分適用対象金額」のみが合算課税の対象となりま
す（同条第 8項・9項）。 
7 租税特別措置法 66条の 6第 2項 1号。 
8 租税特別措置法 66条の 6第 2項 1号イ(1)(2)(3)、同法施行令 39条の 14第 1項。 
9 その持株会社（ペーパー・カンパニー特例の該当性が問題となる会社）が発行済株式の 25%以上を直接保有し、かつ 6ヶ月以上継続
して保有している外国関係会社等を意味します（租税特別措置法施行令 39条の 14第 1項）。 
10 このほか、「事業要件」や「統括・管理要件」があります（租税特別措置法施行令 39条の 14第 1項）。 
11 租税特別措置法施行令 39条の 17の 2第 2項 4号。 
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用されることが通常見込まれないことや、その最高税率の所得区分の適用金額が極めて限定されていること
（つまり、最高税率が適用されるとしても絶対額が小さいこと）が挙げられています。 

(4) 適用時期 

以上の外国子会社合算税制の改正は、外国関係会社の 2026（令和 8）年 4月 1 日以後に開始する事業年度
について適用されます。 

３．移転価格税制 

(1) 簡素化・合理化アプローチの不実施 

移転価格税制について、「移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化については、今後、国際的な議論及び
各国の動向を踏まえて対応を検討することとし、当面は実施しない。」と記載されています（大綱「第一、４、
（６）」25 頁）。  

(2) 簡素化・合理化アプローチについて 

移転価格税制については、OECD 及び包摂的枠組み（IF: Inclusive Framework）において、利益 B（Amount 
B）として、基礎的マーケティング及び販売活動に対する独立企業間価格について、簡易な方法で利益率を算
定する方法（簡素化・合理化アプローチ）が提案されておりました。その利益Ｂについて、2025（令和 7）
年度税制改正大綱は、すでに「移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化については、今後、国際的な議論
及び各国の動向を踏まえて対応を検討することとし、当面は実施しない。」（同大綱 15頁）と述べており、我
が国当局としては、当面は、移転価格税制の執行に関して従前からの変更はなく、原則として、機能・リス
クの類似する比較対象法人を選定して独立企業間価格を算定することが必要であるとの立場を表明していま
した。他方で、大綱は、「他国が本簡素化・合理化を実施する場合については、現行法令及び租税条約の下、
国際合意に沿って対応する。」（同大綱 15頁）とも記載していました。 

この点については、国税庁が 2025（令和 7）年 6月に、「移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化アプロ
ーチに関する FAQ」を公表しています 12。同 FAQ において、「我が国においては、簡素化・合理化アプロー
チを実施していないことから、国外関連者が所在する進出先国・地域における簡素化・合理化アプローチの
適用状況にかかわらず、従来の独立企業間価格の算定方法を用いて独立企業間価格を算定する必要がありま
す。このことは、国外関連者の所在する進出先国・地域が covered jurisdiction13 に該当するか否かによって
影響を受けません。」（問 2）と述べており、我が国当局においては従来の実務から変更はない旨を明らかにし
ています。もっとも、二国間相互協議で相手国が covered jurisdictionに該当し、かつ、租税条約が締結され
ている場合で、相手国において簡素化・合理化アプローチを適用した場合、「［当該］法人の所在地国・地域
内の法令や執行上の慣行の範囲内において、当該進出先国・地域の簡素化・合理化アプローチの適用結果を
尊重(respect)する旨」が OECD/IFの利益 Bガイダンスに記載されているところ、「相互協議でもこれを踏ま
え、我が国の法令や執行上の慣行の範囲内において、対応することになります。」（同 FAQ 問 4）とされてお
り、相互協議において相手国の主張する簡素化・合理化アプローチを全く無視するということでもなさそう
です。 

(3) 企業グループ間の取引に係る書類保存の特例の創設 

内国法人と関連者との間の特定取引（無形資産に関する取引や、研究開発・広告宣伝等の事業活動に関す
 

12 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/kansokagourika/index.htm 
13 covered jurisdiction に該当する国は、OECD の以下のサイトに掲載されています。 
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/support-materials/2024/02/pillar-one-amount-
b_41a41e1e/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kokusai/kansokagourika/index.htm
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/support-materials/2024/02/pillar-one-amount-b_41a41e1e/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/support-materials/2024/02/pillar-one-amount-b_41a41e1e/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf
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る取引）について、取引内容の明細と対価の明細に関する記録の保存義務が新設されます（大綱「第二、三、
４、(1)」100 頁）。各国の関連会社間のシェアードコスト契約における経費の配賦など、独立企業間価格であ
るか否か以前の事実関係の把握のためのものであると思われます。移転価格の文書化に加えて文書の作成・
保存義務が追加されることになります。違反は青色申告の承認の取消事由になるとされており、どのような
文書が要求されることになるのか、注意が必要です。 

４．国境を越えた電子商取引に係る課税の見直し 

(1) 通信販売による少額（対価の額が 10,000円以下）貨物の輸入に関する課税 

消費税法上、輸入については輸入消費税が課されるのが原則ですが 14、従来、少額輸入免税制度として、課
税価格の合計額が 10,000 円以下（個人的使用の場合は海外小売価格 16,666 円以下）の物品の輸入について
は、消費税及び関税が免除されていました 15。これを利用して、中国系の電子商取引サイトが消費税や関税
の負担なく、あるいは個人的使用の特例に基づき課税価格を引き下げる（0.6掛け）ことによって消費税や関
税の少ない負担で、日本の消費者向けに少額貨物を大量に販売しているとの指摘があり、海外の電子商取引
サイトと国内事業者との間に競争上の不均衡が生じているとの指摘がありました。 

今回の改正において、通信販売の方法により国内以外の地域から国内に宛てて発送される資産の譲渡につ
いて、一の資産の対価の額が 10,000 円（税抜き）以下である限り、「特定少額資産の譲渡」として新たに資
産の譲渡等に係る消費税の課税対象とするものとされ、10,000 円以下の少額貨物の越境販売について消費税
が課されることになりました（大綱「第二、四、１」119頁）。これにより少額貨物についての国外事業者と
国内事業者との間のイコールフッティングが図られます。 

また、「特定少額販売事業者登録制度」を創設し、その登録事業者については保税地域からの引取りについ
て輸入消費税が課税されないものとして、特定少額資産の譲渡に関する消費税と輸入消費税の整理がなされ
ています。 

関税については、個人使用貨物に限り課税価格を海外小売価格の 6 割にする特例を廃止するものとされて
います 16（大綱「第二、八、２、(2)」149頁）。つまり、個人的使用の場合において、従来免税とされていた
海外小売価格 10,000円超 16,666円以下の物品が新たに関税の対象となるということです。但し、10,000 円
以下の物品の免税は維持されています。  

(2) 物品販売に係るプラットフォーム課税の導入 

プラットフォーム事業者のその課税期間において、（イ）国外事業者が国内において行う資産の譲渡（特定
少額資産の譲渡に該当するものを除く）と、（ロ）事業者が行う特定少額資産の譲渡に係る対価の額の合計額
が 50億円（税込み）を超える場合には、そのプラットフォーム事業者に国税庁長官への届出義務を課すとと
もに、国税庁長官はそのプラットフォーム事業者を第 2 種プラットフォーム事業者として指定するものとさ
れます。 

デジタルプラットフォームを介して行う上記（イ）及び（ロ）の資産の譲渡について、第 2 種プラットフ
ォーム事業者を介してその対価を収受するものについては、第 2 種プラットフォーム事業者が行ったものと
みなされます。すなわち、物品販売についてのデジタルプラットフォームについて、一定規模のプラットフ
ォーム事業者は登録義務が課され、そのプラットフォームを介して行われた取引についてプラットフォーム
の利用者、すなわち、マーケットプレイスを利用した販売者に代替して消費税の納付義務を負うことになり
ます。 

 
14 消費税法 4条 2項。 
15 関税定率法 14条 18号、4条の 6第 2項、輸入品徴収法 13条 1項 1号、関税定率法基本通達 4の 6－2(3)。 
16 関税定率法基本通達 4の 6－2(3)。 



 

- 6 - 
Ⓒ 2025 Nagashima Ohno & Tsunematsu 

 

すでに、消費者向け電気通信利用役務、すなわちデジタルサービス（アプリ、電子書籍、動画配信等）に
関しては、2024（令和 6）年度税制改正においてプラットフォーム課税が導入され、2025（令和 7）年 4 月
1日以後の取引に適用されていました 17。今回の改正は、デジタルサービス（コンテンツサービス）のみなら
ず物品販売に関するプラットフォームに関しても、プラットフォーム課税を及ぼすものであると考えられま
す。 

この改正は、2028（令和 10）年 4月 1日以後に国内において事業者が行う資産の譲渡等及び課税仕入れ並
びに保税地域から引き取られる課税貨物について適用するものとされており、2 年間の猶予期間が設けられ
る予定です。  

2025年 12月 24日 
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University School of Law 卒業（LL.M in Corporate Law）、2003 年 New York University 
School of Law卒業（LL.M. in Tax Law）。主な業務分野は、M&A 取引と税務。特に、
移転価格、組織再編税制、個人資産家の資産運用、法人税一般に関する税務調査・審査
請求・訴訟経験多数。東京大学非常勤講師、経済産業研究所「これからの法人に対する
課税の方向性」プロジェクトメンバー、経済産業省 最低税率課税制度の国内法化に向け
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Pacific, Chair。日本経済新聞社「企業法務税務・弁護士調査」の 2024年に活躍した弁
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本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所
の法的アドバイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解
ではありません。一般的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個
別具体的事案に係る問題については、必ず弁護士にご相談ください。 

 

ニュースレターの配信登録を希望される場合には、<https://www.nagashima.com/newsletters/>より「Legal 
Lounge」に会員登録ください。 
ニュースレターに関するお問い合わせ等につきましては、<newsletter@nagashima.com>までご連絡ください。 

 
 

17 消費税法 15条の 2。 
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